
平成３０年度 守口市下水道事業会計予算

（総 則）

第１条 平成３０年度守口市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）水 洗 化 人 口 １４３，８００人

（２）年 間 総 処 理 水 量 ２６，３３９，０００㎥

（３）年 間 有 収 水 量 １６，１０１，０００㎥

（４）主要な建設改良事業 管 渠 整 備 事 業 工事費等 １，４１７，００７千円 管渠更新工事等

ポンプ場整備事業 工事費等 ８０６，２１３千円 ポンプ設備更新工事等

処 理 場 整 備 事 業 工事費等 ８１，９８６千円 処理場更新工事等

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 下水道事業収益 ４，３４５，８０３千円

第１項 営 業 収 益 ３，５８０，３０６千円

第２項 営 業 外 収 益 ７６５，４８７千円

第３項 特 別 利 益 １０千円



支 出

第１款 下水道事業費用 ３，６６０，４１１千円

第１項 営 業 費 用 ３，３４７，３１８千円

第２項 営 業 外 費 用 ３０９，５９３千円

第３項 特 別 損 失 ３，０００千円

第４項 予 備 費 ５００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，７３４，０７６千円は、

過年度分損益勘定留保資金５８２，５０１千円、当年度分損益勘定留保資金１，０７６，８３９千円、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額４０，６５６千円、繰越利益剰余金処分額３４，０８０千円で補てんするものとする。）。

収 入

第１款 資本的収入 ２，２８５，５６９千円

第１項 企 業 債 １，５８６，４００千円

第２項 他 会 計 負 担 金 １０１，０６９千円

第３項 国 庫 補 助 金 ５９８，０００千円

第４項 負 担 金 等 １００千円

支 出

第１款 資本的支出 ４，０１９，６４５千円

第１項 建 設 改 良 費 ２，３０５，２０６千円

第２項 固 定 資 産 購 入 費 １３９，３３５千円

第３項 企 業 債 償 還 金 １，５７５，１０４千円



（継続費）

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

（債務負担行為）

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額

千円 千円

１資本的支出 １建設改良費

松下菊水放流幹線

築造工事
２，０００，０００

平成２９年度 ４５４，４８０

平成３０年度 ８４８，９３６

平成３１年度 ６９６，５８４

事 項 期 間 限 度 額

電 子 計 算 機 及 び 事 務 機 器 等 借 上 事 業 平成３４年度まで １，３４８千円

大 枝 ポ ン プ 場 ほ か 運 転 委 託 事 業 平成３３年度まで ４２４，２５２千円

守 口 処 理 場 ほ か 運 転 委 託 事 業 平成３３年度まで ５２９，７３０千円

合 計 ９５５，３３０千円



（企 業 債）

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第８条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用、営業外費用及び特別損失

（２）建設改良費、固定資産購入費及び企業債償還金

起債の目的 限度額
起債の

方 法
利率

償 還 の 方 法

資金区分 償還期限 左のうち据置期間 償還方法 そ の 他

下水道施設整備

事業
1,513,300 千円

普 通 貸 借

(証書借入)

又 は

証 券 発 行

年

7.0％

以 内

政 府

地 方 公 共

団 体

金 融 機 構

そ の 他

40 年

以内
5年以内

年賦又は

半 年 賦

元利均等

元金均等

左記の条件の範囲内において借

入先に融通条件がある場合その条

件に従うことができる。

ただし、財政の都合により償還期

限及び据置期間を短縮し、若しくは

繰上償還又は低利に借換えること

ができる。

なお、起債前借又は翌年度に繰越

して借入れることができる。

寝屋川北部流域

下水道事業
73,100 千円

合 計 1,586,400 千円



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第１０条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 ４１２，６０１千円

（利益剰余金の処分）

第１１条 繰越利益剰余金のうち４００，０００千円は、次のとおり処分するものと定める。

（１）減債積立金 ４００，０００千円

平成３０年２月２２日提出

守口市長 西 端 勝 樹


